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伊藤忠、CO2排出9割減の再生燃料　まずファミマ車両に

伊藤忠商事は6月、廃油からつくるトラックの燃料の取り扱いを国内で始める。二酸化炭素（CO2）の排出量を一般的な軽

油と比べて最大9割減らす。まず子会社のファミリーマートが配送トラックの一部に導入する。電気自動車（EV）のトラッ

クが普及するまでの環境対策として広がる可能性がある。

石油は採掘時に大量のCO2を排出するため、採掘をしない廃油の再利用で全体の排出量を抑える仕組み。フィンランドの

再生エネルギー会社のネステから調達する。同社は飲食店の廃食用油や食肉加工場から出る家畜の脂などを回収し、軽油

と同じ性能の「再生燃料」をつくる技術を持つ。

伊藤忠はまず100キロリットルを調達し、グループ会社の伊藤忠エネクスが供給体制をつくる。ファミマは横浜市の拠点か

らコンビニエンスストアへの配送を担うディーゼルトラック4～8台程度で導入する。走行や燃費などを検証して、本格導

入を目指す。日本企業では全日本空輸（ANA）がジェット燃料として一部利用している。

再生燃料のコストは輸入費用なども含めると軽油の3倍だ。トラック1台が年5万キロ走った場合、年間の燃料費は200万円

高くなるが、EVトラックは1台1500万円を超えることもあり、普及するまでは再生燃料が有効とみる。商用車大手の独ダ

イムラー・トラックは2030年までに新車販売の6割をEVトラックか燃料電池車（FCV）トラックにする目標を掲げてい

る。

ファミマは店舗から出すCO2を30年までに13年比5割削減する目標を掲げる。物流部門でも脱炭素に取り組む。

国内のトラック・バスのCO2排出量は年間8000万トン超と全体の7%を占める。乗用車ではEVの普及が始まっているが、ト

ラックは車体が大きく大型の電池が必要になることなどからEVへの本格移行は30年以降になると伊藤忠はみる。FCVも価

格が高く、燃料の水素の供給網整備が課題になっている。

ネステはフィンランド、オランダ、シンガポールに工場を持ち、年300万トンの再生燃料を生産している。再生燃料は欧米

で幅広く使われており、各国当局の補助により、物流会社などが負担する実質コストは軽油と同水準に抑えられている。
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コンテナ不足と景気　需要急増、コロナ禍で効率低下
商船三井・橋本社長に聞く
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［社説］高速道は永久有料にすべきか

高速道路を「永久有料」にすべきかどうか、国土交通省で議論が進んでいる。将来の維持費などを利

用者に求めるのか、税金で負担するのかという問題だ。人口減少や脱炭素の社会に向かう中、国土の

将来像や交通体系全般を踏まえた幅広い議論が必要だ。

高速道路は建設費や維持費を借り入れで賄い、料金収入で返済する償還主義をとっている。債務は現

在、30兆円弱で、今の計画では2065年まで料金を徴収し、それ以降は無料にする予定だ。

道路は国民生活や経済活動の基盤として税金でつくり、無料開放を原則としている。戦後、道路需要

に財源が追いつかない時期に、例外として償還主義による有料道路制度が設けられた。

高速道路もその一環で、道路公団民営化でも償還主義は変えなかった。永久有料化は考え方の転換に

なる。じっくり考えたい。

国交省が永久有料を探るのは安定した財源の確保が目的だ。長期的な維持管理に加え、自動運転など

道路機能の高度化への投資も必要だという主張は理解できる。

ただ安定財源は無駄の温床にもなる。例えば防災対策で進む2車線の高速道路の4車線化は従来の償還

計画になく、債務を膨らませている。「有料期間を延ばすなら、いっそ永久有料に」と安易に考えた

としたら、無駄を生む構造の温存と言わざるをえない。

維持費や投資は長期的な視点を持ちながら、その時々の政策判断で税金を投入する考え方もある。人

口減少や技術の動向、リニア中央新幹線など他の交通機関との兼ね合いで、高速道路をどこまで維持

するかは変わってこよう。

長期的な国土のあり方の議論では、地域交流を促すため高速道路網の整備を促す声がある。一方で、

脱炭素の観点から排出量の多い自動車輸送を鉄道などにシフトすべきだとの指摘も出ている。

国交省は夏にも一定の方向性を出す。結論を急がず、永久有料化のメリット、デメリットを示して、

国民的な議論を促すべきだ。


